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【心のケアチーム派遣状況】 
 

平成23年3月～24年3月までの累計で、 
５７チーム、のべ３，５０４人が活動に参画。 
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心のケアチーム体制整備事業 

都道府県・政令市 

心のケア対応体制の整備 
 ・電話相談、対面相談、訪問支援等により、災害、犯罪、事故等の被害者に対する長期的  
  な相談対応のための常設窓口設置 
 ・県内の事故発生時に対応する緊急危機対応チームの設置 （県外被害への対応も兼ねた、  
  初動マニュアルの作成等も行う） 

災害時の心のケアに関する関係機関による定期的会議の開催 
 ・災害等の心のケアにかかる支援者のためのマニュアルの作成・改訂 
 ・行政機関（警察含む）、医療機関、学校等の通常時の連絡調整 

近年、地震・風水害などの自然災害、犯罪被害、事故等において、いわゆる「心のケア」の必要性が一般社会において
も、また精神保健医療福祉関係者においても強く認識されている。こうした災害、犯罪、事故等の被害者は、ＰＴＳＤ（心
的外傷後ストレス障害）をはじめとする様々な心理的な反応が生じることから、専門的なケアが必要となっている。 

また、平成２３年東日本大震災においては、近親者の喪失、生活基盤の破壊、恐怖体験等が複合的かつ広範囲に発
生し、被災者数が史上に例を見ないほどの人数にのぼっていることから、これまで以上に、ＰＴＳＤ対策を中心とした心
のケアの対策の実施が必要となっている。また、これらの症状は一過性のものでなく、震災復興にかかる期間以上に長
期的に続くことが予想されるため、対策の継続的な実施が必要となっている。 

定率補助 国負担１／２ 

しかし、心のケアに対応する公的部門を設置している地方公共団体は少なく、体制は十分とは言えない状況。 

精神保健福祉センター・公立病院等に常設拠点を設置 

緊急危機対応チーム研修会の開催 
 ・チームへの参加希望者向けの研修や、チーム間の情報交換等のための研修会を実施 



災害時こころの情報支援センターについて 

 東日本大震災における心のケア対策については、強い不安やフラッシュバックなどのＰＴＳＤ症状等が長期間継続する患者がいることから、
総合的な調整・助言指導、データ分析を行う、全国的な機関として「災害時心のケア研究・支援センター」を設置することにより、短期間のみな
らず中長期的にもＰＴＳＤ症状や治療内容等の把握や分析を行い、被災３県（岩手・宮城・福島）のメンタルヘルス支援の質の向上に活用する
とともに、今後も災害に備える必要があることから、その結果をもとに、全国の災害時における心のケア対応力の向上を目指す。 

目的 
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○被災地で心のケア活動を行う専門職に対して、対応・支援に関する技術的指導・助
言 

○被災地の心のケア支援活動により得られる精神症状等のデータ等の情報を効率
的に集約整理、専門的分析を行い、被災県にフィードバック 
○被災地の心の健康状況に関する調査・分析、研究事業等の窓口機能 

○東日本大震災における心のケアチーム活動の検証、及び、今後の大規模自然災
害発生時に備えた、全国の心のケアチームの活動手法の研究及び技術的研修 

災害時こころの情報支援センター 
国立精神・神経医療研究センターに設置（23年12月） 
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活動記録等の効果的な活用 
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災害精神保健医療情報支援システム；Disaster Mental Health Information Support System(DMHISS) 

情報支援システム演習（Ｈ２５年２月） 
 ；災害時こころの情報支援センター 
＜対象者＞精神保健福祉センター長、精神科医、担当課職員 
＜参加自治体＞５６都道府県・政令市（全６７か所中）計１５５人 
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災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ） 
活動要領 



ＤＰＡＴの概要 

• 自然災害や航空機・列車事故、犯罪事件などの大規模災害等の後に
被災者及び支援者に対して、被災地域の都道府県の派遣要請により
被災地域に入り、精神科医療及び精神保健活動の支援を行うための
専門的な精神医療チーム。 

• 自然災害に限らず犯罪事件・航空機・列車事故等の大規模な集団災害
において、一度に多くの傷病者が発生し医療の需要が急激に拡大する
と、被災地域の都道府県等だけでは対応が困難な場合も想定される。 

• このような災害に対しては、被災地域での精神科医療及び精神保健活
動の支援を行いつつ、被災地域に参集する各医療関係団体から派遣さ
れる医療チームとの有機的な連携が重要。 

• また、このような災害時の精神医療活動には、通常の診療に加え、
DMAT等の多様な医療チーム、保健師チーム等との連携を含めた災害
時精神保健医療のマネージメントに関する知見が必要。 

• この活動を担うべく、専門的な技術・能力を有する災害派遣精神医療
チームがDPAT。 

 



被災都道府県内での活動（イメージ） 

災害発生地域 

被災都道府県 

病院 

保健所等 

避難所や住宅 



被災都道府県外での活動（イメージ） 
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ＤＰＡＴの構成等 

・以下の職種等による数名のチーム（車での移動を考慮した機動性の確保で
きる人数を検討）で構成。 

 精神科医師 

 看護師 

 事務職員等 

・被災地域には、交通事情が悪い地域、水、電気、ガス等のライフライン 

 が通じていない地域、通信手段、宿泊所のない地域、日常生活品の不 

 足している地域等があるので自立した活動が可能な準備が必要。 

・DPAT１班当たりの活動期間は、1週間(移動日2日・活動日5日)を標準と 

 し、必要があれば一つの都道府県等が数週間～数カ月継続して派遣す 

 ることが望ましい。 

交代による引き継ぎの作業はかなり煩雑であり、現地の行政機関を煩わ 

 せることがないよう引き継ぎを完結することが必要である。また、要支援 

 者の情報に限らず、被災状況や地理的情報も引き継ぐことが必要。 

 

 



ＤＰＡＴの活動内容 

１．災害によって障害された既存の精神保健医療システムの支援 
１）災害によって障害された地域精神保健医療機関の機能を補完。 
  ・外来・入院診療の支援 
  ・保健所等での相談業務の支援 
２）避難所や在宅の精神障害者への対応。 
  ・症状の悪化や急性反応への対応 
  ・薬が入手困難な患者への投薬 
  ・受診先が無くなる、または、受診先と連絡がとれない患者への対応や 
   現地医療機関への紹介 
  ・移動困難な在宅患者の訪問 
２．災害のストレスによって新たに生じた精神的問題を抱える一般住民への対応 
  ・災害のストレスによって心身の不調をきたした住民または事故等に居合わせた 
   者への対応。 
  ・今後発生すると思われる精神疾患、精神的不調を防ぐよう対応。 
３．地域の支援者への対応 
  ・地域の医療従事者、被災者の支援を行っている者（行政職員等）への対応。 
 


